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平成２６年 第１回 双葉町議会定例会 町長施政方針 

 

 第１回双葉町議会定例会が開催されるにあたり、平成２６年度の町政

運営に対する私の所信を申し上げ、議員各位をはじめ、広く町民の皆さ

まのご理解とご協力を賜わりたいと存じます。  

 

 冒頭、東日本大震災と福島第一原子力発電所事故の発生から、本日で

丸３年となります。改めて犠牲となられた皆さまのご冥福をお祈りしま

すとともに、今なお厳しい避難生活を強いられ、不自由な生活を送られ

ている町民の皆さまに対し心よりお見舞いを申し上げます。  

 

 さて、私が町長に就任し、ちょうど１年が経過いたしました。これま

での間、双葉町の区域見直しや役場本体機能のいわき市への移転、双葉

町復興まちづくり計画の策定、原子力損害賠償指針の見直しの取組み、

学校再開に向けた準備作業など、様々な課題に対し町民の皆さまのご意

見を伺いながら一つ一つ取り組んでまいりました。  

 

 全町避難から３年が経過し、町民の皆さまの避難生活も長期化し困難

を極めているうえに、国から双葉町への帰還の見通しと具体的な復興の

姿が示されていない現状でありますが、平成２６年度は、町民の皆さま

一人一人の復興と町の復興を目指して、多くの困難な課題に誠心誠意取

り組んでいく所存であります。  

 

特に本年は、復興公営住宅をはじめとする町外拠点の整備を、町民の

目に見える形で具体化させていくとともに、双葉町の将来の帰還・復興

への道筋をつけていきたいという強い思いから、今年を双葉町の本当の

意味での「復興元年」にしていきたいとの決意を新たにしているところ

であります。  

 

今年２月５日に、双葉町復興まちづくり計画（第一次）に基づき、当

面強化していくべき取組について、双葉町復興推進委員会から第１期提

言をいただきました。これは、避難生活の長期化が予想される中、喫緊

の課題に重点を置いて、町民のきずなの維持・発展、双葉町外拠点にお

けるコミュニティ形成、町民一人一人の生活再建について、提言をいた

だいたものであります。今回の提言を受けて、復興まちづくり計画推進

会議において検討、協議を行い、３月５日に事業計画を策定したところ

であり、この事業計画に基づき、平成２６年度に取り組む各種施策を当
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初予算に計上いたしましたので、ご理解を賜りたくお願い申し上げます。 

 

さらに、平成２６年度は、双葉町への帰還と町の復興への道筋につい

て、ふるさと双葉町に強い思いを有する方のご希望にお応えできるよう、

本格的に議論していく考えであります。  

 

ここで、平成２６年度に重点的に取り組むべき施策について申し上げ

ます。  

 

 第一に、町立幼稚園と小中学校の再開であります。大震災以降休園、

休校となっておりました双葉町立の幼稚園、小中学校を、本年４月１日

いわき市内において再開する運びとなりました。４月７日には開校式並

びに入園・入学式を実施いたします。現在、いわき市錦町の旧錦星幼稚

園跡地での園舎解体工事を進めており、本年７月末までの仮設校舎の完

成を目指して工事を実施していく計画です。  

 なお、仮設校舎完成までの間は、東邦銀行植田支店錦出張所を仮校舎

として教育活動を展開していくことになります。少人数教育の特徴を活

かし、ＩＣＴ（情報通信技術）などを取り入れた魅力的で特色ある教育

を実践していくことにより、将来の双葉町の復旧・復興を担う人材を育

成していく考えです。  

 

第二に、復興公営住宅を中心とした双葉町外拠点の整備についてであ

ります。  

避難生活の長期化が見込まれる中で、町民の皆さまが、避難先におい

て生活再建の見通しをつけていただくことが喫緊に取り組むべき課題と

なっており、町外拠点整備の実現に向けて精力的に取り組んでまいりま

す。  

 

昨年１０月に実施した住民意向調査の結果を踏まえ、双葉町民が集ま

って居住できる県営の復興公営住宅の整備を、いわき市、郡山市、南相

馬市、白河市に求めており、本年は、福島県における復興公営住宅の建

設用地の取得が本格化していきます。そのため、町として、県に対して

整備の加速化を求めるとともに、とりわけ、町民の希望が多いいわき市

については、勿来地区を双葉町外拠点の中心とすべく、県などとの協議

を加速させてまいります。  

 

具体的には、多様な形態の住宅整備を要望していくとともに、高齢者
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福祉、医療、商業などの施設のほか、宿泊機能も備えた全国の町民が集

まれる集会施設の整備、町民全体を対象とした、ダルマ市などのイベン

ト開催が可能となる広場、ふれあい農園なども整備し、広く双葉町民の

コミュニティの拠点となるような機能を持たせていきたいと考えていま

す。  

 

第三に、町民のきずなの維持・発展についてであります。全国各地に

避難している町民の皆さまのきずなをどのようにつなぎとめていくかは、

町の存続にも関わる重要な問題であります。本年は、復興公営住宅に住

まない方も含めたきずなの維持・発展のための施策、具体的には、町民

からの要望が多い、交流拠点の確保や大字総会への参加費の一部助成、

タブレット端末等によるＩＣＴ（情報通信技術）きずな支援システムを

導入いたします。特に情報提供については、町からの一方的な発信だけ

でなく、町や町民同士が双方向でのコミュニケーションがとれるよう情

報発信の充実を図ってまいります。  

  

第四に、原子力損害賠償についてであります。これまで、原子力損害

賠償紛争審査会と国や東京電力に対して、町民が新たな住居を確保でき

るように賠償基準の見直しを強く要求してまいりました。その結果、原

子力損害賠償紛争審査会の第四次追補においては、避難先での住宅・宅

地の取得に関して一定の賠償の上積みがされ、また、双葉町における精

神的損害の追加賠償についても全町一律の指針が示されました。賠償に

ついては、引き続き山林等の賠償の早期実施を強く求めていくほか、賠

償基準のさらなる見直しと、町民の生活再建が可能となるよう賠償手続

きの早期実施を、国・東京電力に対して継続して強く要求してまいりま

す。  

 

 第五に、町の復興のための除染と津波被災地の復興についてでありま

す。  

まず、除染については、国に対してモデル除染の継続と、双葉町の避

難指示解除準備区域内での除染計画の早期策定を強く求めていきます。

また、帰還困難区域内の除染のあり方については、新たなまちづくりを

行っていくという視点からの検討も必要であると考えており、町民の皆

さまのご意見を伺いながら今後議論をしていきたいと考えています。  

 また、津波被災地の復興については、避難指示解除準備区域にメガソ

ーラーを誘致し、再生可能エネルギーの一大拠点としての位置付けを担

えるようにすることも選択肢の一つとして、地域の皆さまの合意形成を
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図りながら取り組んでまいります。  

 

次に、中間貯蔵施設について申し上げます。双葉町における現地調査

結果を受け、１２月１４日に福島市で石原環境大臣と根本復興大臣から、

佐藤福島県知事及び双葉町、大熊町などの関係町長に対し、中間貯蔵施

設建設受入れの要請を受けました。  

 

その後、２月４日に福島県知事から、建設候補地のうち楢葉町を外し、

大熊町、双葉町の２町に集約する再配置案が示され、２月７日の双葉地

方 8 町村長の会議において大筋で了承されたところであります。その際、

私からは、施設の集約と建設の受入れ判断については別であることにつ

いて、改めて福島県知事に申し上げたところであります。その後、２月

１２日には、福島県知事が両大臣に対し、再配置案及び生活再建支援策

や地域振興策の検討を申し入れたところであります。  

 

１２月１４日の要請の後、これまで国からは施設に関する具体的な説

明はありません。施設受入れの是非を判断するにあたっては、中間貯蔵

後の県外最終処分の法制化や、施設の安全性、さらには、特別な施設で

あることを踏まえ、地権者だけでなく町民すべての生活再建支援策や、

地域振興策等を早期かつ具体的に提示することなどを国に強く求めてい

るところです。  

 

私としても２月１５日以降、仮設住宅等にお住まいの方にできる限り

お会いして、「町民の生活再建」「双葉町の復興の道筋」「中間貯蔵施設」

等について、直接ご意見をお聞きしているところであり、今後の施策や

施設受入れの是非の判断に生かしてまいりたいと考えています。  

 

今後は、国の対応方針を慎重に見極めながら、国による住民説明会を

開催させ、町民の皆さまのご意見等を伺うとともに、議会との協議や福

島県と大熊町との連携も図りながら、施設受入れの是非について慎重に

判断していく所存であります。  

 

次に、平成２６年度一般会計及び特別会計の予算の概要について申し

上げます。 

平成２６年度双葉町一般会計歳入歳出予算の総額は、６，６００，０

００千円で、前年度比２，１００，０００千円、４６．７パーセントの

増となります。 
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歳入について申し上げます。 

町税は、１，１８２，０７２千円で、前年度比６７，２８５千円の減

額を見込んでおります。町民税の個人分が１，５２９千円の増額、固定

資産税が７４，００１千円の減額となっております。 

地方交付税は、８３８，７００千円で、うち震災復興分を含む特別交

付税は、５６８，７００千円で、前年度比１３１，８００千円の増額を

見込んでおります。 

国庫支出金は、２，８３０，０９３千円で、民生費国庫補助金や民生

費国庫委託金の増などにより、前年度比１，７２１，１１９千円の増額。

県支出金は、４１３，１５２千円で、民生費県補助金の増などにより、

前年度比５４，７８０千円の増額を見込んでおります。 

繰入金は、公共用施設事業運営基金や東日本大震災復興基金などから

の繰入金９０５，９４５千円を計上し、各種事務事業に充当してまいり

ます。 

 町債は、臨時財政対策債１９１，０００千円を見込んでおります。 

 

続いて、歳出について申し上げます。 

 議会費は、前年度比７９６千円増の６２，６７１千円となります。 

総務費は、前年度比１４１，１６７千円減の９８３，８３９千円とな

ります。番号法導入に伴う経費や双葉町復興事業計画策定・長期ビジョ

ン策定・大規模太陽光発電活用推進計画策定の業務委託料、いわき事務

所・郡山支所・埼玉支所の管理運営経費、福島県知事選挙執行経費など

を計上しております。 

民生費は、前年度比１，２６８，５３０千円増の２，３４７，５１３

千円となります。新たに臨時福祉給付金事業、子育て世帯臨時特例給付

金事業、また被災証明書カード作成業務委託料やＩＣＴきずな支援シス

テム構築運用業務委託料、双葉町内防犯・防災総合システム整備事業委

託料などを計上しております。 

衛生費は、前年度比２４，９２５千円減の２１８，１９９千円で、尿

による内部被ばく検査業務委託料や甲状腺検査業務委託料などを計上し

ております。 

労働費は、前年度比５，７８４千円減の７１，３１９千円となります。

平成２６年度も緊急雇用事業を実施してまいります。 

農林水産業費は、前年度比５１，８８４千円減の５９，２５３千円と

なります。避難農業者一時就農等支援事業補助金や農と福祉の連携によ

るシニア能力活用事業補助金などを計上しております。 
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商工費は、前年度比１６，０９２千円増の６０，５０２千円となりま

す。双葉町商工会振興補助金や新たに双葉町復興写真集発行事業補助金、

双葉町観光協会事務局運営補助金や双葉町観光復興再生事業補助金など

計上しております。 

土木費は、前年度比５，０６８千円減の３６２，２７０千円となりま

す。町道等道路除草及び除草剤散布業務委託料などを計上しております。 

消防費は、前年度比２５，５６８千円増の１８４，５９０千円となり

ます。組み立て式防火水槽設置工事など計上しております。 

教育費は、前年度比６３３，０５９千円増の８１０，７９１千円とな

ります。幼稚園就園奨励費補助金や要保護及び準要保護児童生徒就学援

助費、新たに仮設校舎等運営管理費を計上しております。 

公債費は、前年度比９９，５９０千円減の２４２，２９９千円となり

ます。 

諸支出金は、前年度比４６７，３１８千円増の１，１３２，１５８千

円で、将来の行政需要に対応するため、財政調整基金や公共用施設事業

運営基金などへの積み立てを行ってまいります。 

予備費は、前年度比５，１５５千円増の５２，２９６千円となります。 

 

国民健康保険特別会計予算は、事業実績により保険給付費等の必要な

見込額から法定の各種負担金を控除後、必要財源として国民健康保険税

を公平適正な負担原則に基づき、歳入歳出予算額１４４４，０１４千円

計上し、前年度より１１２，００３千円の増額となりました。  

 

 公有林整備事業特別会計は歳入歳出予算総額５，７７２千円で、前年

度当初予算５，９２９千円に対して、１５７千円、２．６％の減であり

ます。  

歳入歳出の内訳についてでありますが、歳入は、総て一般会計からの

繰入金であります。  

歳出は、農林水産業費の森林国営保険料７１６千円、また、公債費で

は、公有林整備事業債の借入残高見込額 ２９，１７９千円の償還元金       

４，３４１千円及び利子７１５千円を計上いたしました。  

 

 公共下水道事業特別会計は歳入歳出予算総額３１４，３８４千円で、

前年度当初予算３３５，０９８千円に対して、２０，７１４千円 ６．

２％の減であります。 

歳入歳出の内訳でありますが、歳入は、一般会計からの繰入金３１４，

２７９千円が主なものであります。  



7 

 

次に、歳出の主なものでありますが、下水道総務費は、職員１名分の

人件費のほか、消費税の納税等 １１，０７４千円を計上いたしました。 

公債費は、借入残高見込額  ２，０３７，１５１千円の償還元金      

２５２，７３８千円及び利子５０，４７２千円を計上いたしました。 

 

工業団地造成事業特別会計は歳入歳出予算総額２，１６４千円で、前

年度比２，０３３千円の増となります。  

歳入は、土地使用料２，０３３千円、前年度繰越金１３１千円であり

ます。  

歳出は、一般会計繰出金２，０３４千円、予備費１３０千円を計上い

たしました。  

 

介護保険特別会計は、歳入歳出予算総額８５１，６３７千円で前年度

より１２５，２４５千円の増額となります。国民の共同連帯の理念に基

づき給付と負担の関係が明確な社会保険方式により、保健医療福祉にわ

たる介護サービスが総合的に利用できるよう円滑な運営を図って参りま

す。 

  

 後期高齢者医療特別会計は、歳入歳出予算総額６１，７６９千円で前

年度より２，０８０千円の減額となります。歳入は、被保険者からの保

険料と一般会計からの繰入金が主なものとなっております。歳出の主な

ものは後期高齢者医療広域連合への納付金であります。  

 

双葉町の復興のゴールは、ふるさと双葉町への帰還と町の再興にある

と考えております。しかし、福島第一原子力発電所での汚染水漏れやヒ

ューマンエラーとも言えるトラブルが相次いで発生していることは、双

葉町の復興の妨げになるものであります。国と東京電力に対しては、改

めて廃炉措置の安全かつ確実な実施を強く要求するものであります。  

 

今後の町政運営にあたりましては、議会並びに町民の皆さまとの対話

を重視し、双葉町の復旧・復興のために邁進していきたいと考えており

ますので、引き続きご協力とご支援をお願いいたします。  

 

以上、申し述べて平成２６年度における施策の方針といたします。  
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